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都道府県 550 68.9 
指定都市 89 11.2 
市区 126 15.8 
町村 33 4.1 













教育委員会 646 81.0 
首長部局 152 19.0 







































北海道 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 20 0 20 北海道
青森 1 1 0 1 青森
岩手 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 15 0 15 岩手
宮城 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 6 22 宮城
秋田 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 2 1 1 1 3 1 3 1 2 1 2 1 1 1 1 11 25 36 秋田
山形 1 1 2 0 2 山形
福島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 16 2 18 福島
茨城 0 0 0 茨城
栃木 0 0 0 栃木
群馬 1 1 2 0 2 群馬
埼玉 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 19 0 19 埼玉
千葉 2 1 2 2 3 3 2 2 2 2 1 1 2 2 2 3 32 0 32 千葉
東京 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 1 1 13 11 24 東京
神奈川 1 1 1 1 2 0 6 6 神奈川
新潟 1 1 1 2 1 2 1 1 0 10 10 新潟
富山 0 0 0 富山
石川 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 16 16 石川
福井 0 0 0 福井
山梨 1 1 1 1 1 1 1 7 0 7 山梨
長野 1 1 1 3 0 3 長野
岐阜 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 19 0 19 岐阜
静岡 1 1 1 3 0 3 静岡
愛知 0 0 0 愛知
三重 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 三重
滋賀 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13 3 16 滋賀
京都 0 0 0 京都
大阪 0 0 0 大阪
兵庫 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 兵庫
奈良 1 1 1 0 3 3 奈良
和歌山 1 1 1 1 2 2 2 1 1 1 13 0 13 和歌山
鳥取 0 0 0 鳥取
島根 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 8 20 島根
岡山 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 1 19 2 21 岡山
広島 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 28 0 28 広島
山口 0 0 0 山口
徳島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 徳島
香川 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 29 0 29 香川
愛媛 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 3 15 愛媛
高知 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 高知
福岡 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 福岡
佐賀 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10 0 10 佐賀
長崎 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 1 12 長崎
熊本 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 熊本
大分 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 大分
宮崎 0 0 0 宮崎
鹿児島 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16 0 16 鹿児島
沖縄 0 0 0 沖縄
教育委員会受入人数 32 29 28 28 26 27 28 28 29 32 31 29 27 27 28 25 454
首長部局受入人数 4 6 6 3 4 6 5 5 5 5 7 9 7 11 5 8 96
受入人数合計 36 35 34 31 30 33 33 33 34 37 38 38 34 38 33 33 550
教育委員会受入都道府県数 27 26 24 25 22 23 25 24 25 26 26 26 24 25 25 22
首長部局受入都道府県数 4 6 6 3 4 5 4 4 4 5 5 6 6 6 5 7
受入都道府県数 30 30 28 28 25 26 27 27 28 29 28 28 27 28 28 26
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 教育委員会 首長部局 計
札幌市 0 0 0 札幌市
仙台市 1 1 0 1 仙台市
さいたま市 0 0 0 さいたま市
千葉市 1 1 1 1 1 1 6 0 6 千葉市
横浜市 1 2 2 1 2 1 1 1 1 1 2 2 1 2 1 2 1 2 3 2 2 26 7 33 横浜市
川崎市 0 0 0 川崎市
相模原市 0 0 0 相模原市
新潟市 0 0 0 新潟市
静岡市 1 1 0 1 静岡市
浜松市 0 0 0 浜松市
名古屋市 0 0 0 名古屋市
京都市 1 1 1 3 0 3 京都市
大阪市 1 2 2 2 1 1 1 1 1 0 12 12 大阪市
堺市 0 0 0 堺市
神戸市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 11 11 神戸市
岡山市 1 1 0 2 2 岡山市
広島市 0 0 0 広島市
北九州市 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 15 5 20 北九州市
福岡市 0 0 0 福岡市
熊本市 0 0 0 熊本市
教育委員会受入人数 2 2 2 3 3 3 2 3 4 4 4 3 3 5 4 5 52
首長部局受入人数 2 1 2 3 3 4 3 1 3 2 4 4 3 1 1 37
受入人数合計 4 2 3 5 6 6 6 6 5 7 6 7 7 8 5 6 89
教育委員会受入指定都市数 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3 2 2 3 3 4
首長部局受入指定都市数 1 1 2 2 2 3 3 1 3 2 4 4 3 1 1
受入指定都市数 3 2 3 4 3 3 4 4 4 5 4 4 5 6 4 5
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受入指定都市数 3 2 3 4 3 3 4 4 4 5 4 4 5 6 4 5


























北海道 2008 ～ 11年 : 教育次長
千葉県 2001 ～ 08年 : 教育次長，2009 ～ 16年 : 教育長
山梨県 2007 ～ 10年 : 教育次長
長野県 2013 ～ 15年 : 教育長
岐阜県 2001 ～ 03年 : 参事
三重県 2001年，2014 ～ 16年 : 教育次長
岡山県 2013 ～ 16年 : 教育次長
広島県 2001 ～ 06年 : 教育長，2007 ～ 12年 : 教育次長，2009 ～ 12年 : 教育部・部長
香川県 2001 ～ 03年 : 教育長，2004 ～ 13年 : 教育次長
佐賀県 2001 ～ 10年 : 副教育長






北海道 2001年，2005 ～ 16年 : 教育政策課長，2002 ～ 04年 : 生涯学習課長
宮城県 2001年 : 健康教育課長，2002 ～ 16年 : 教職員課長
秋田県 2006年 : 生涯学習課長，2007 ～ 08年 : 高校教育課長，2009年 : 保健体育課長
2010 ～ 11年 : 義務教育課長，2012 ～ 14年 : 幼保連携課長，2016年 : 高校教育課長
福島県 2001 ～ 02年 : 総務課長，2003 ～ 05年 : 総務企画グループ・参事，2008 ～ 16年 : 教育総務課長
群馬県 2001年 : 生涯学習課長，2002年 : 広報課長
埼玉県 2001年 : 生涯学習課長，2005年 : 教職員課長，2008年 : 義務教育指導課長
千葉県 2013 ～ 16年 : 指導課長
東京都 2001 ～ 02年 : 都立高校改革推進担当課長，2004 ～ 06年 : 義務教育心身障害教育課長
2007年 : 義務教育特別支援教育課長，2010年～ 12年 : 生涯教育課長，2013 ～ 16年 : 教育政策課長
岐阜県 2001 ～ 05年 : 学校政策課長，2006 ～ 07年 : 特別支援教育課長，2008 ～ 16年 : 学校支援課長
静岡県 2014 ～ 16年 : 義務教育課長
三重県 2002 ～ 04年 : 学校教育分野・総括マネージャー，2005 ～ 13年 : 総括室長
滋賀県 2001 ～ 04年，2007 ～ 13年 : 生涯学習課長，2014 ～ 15年 : 教育総務課長
兵庫県 2001 ～ 03年 : 社会教育・文化財課長，2004 ～ 06年 : 企画調整担当課長，2007 ～ 09年 : 企画課長
2010 ～ 13年 : 教育企画課長，2014年 : 特別支援教育課長，2015 ～ 16年 : 社会教育課長
和歌山県 2001 ～ 04年 : 生涯学習課長，2010 ～ 15年 : スポーツ課長，2010 ～ 12年 : 教育総務局付
島根県 2001 ～ 06年 : 高校教育課長，2007年，2010年 : 総務課長
岡山県 2001 ～ 13年 : 生涯学習課長，2014 ～ 15年 : 義務教育課長
広島県 2001 ～ 04年 : 指導第二課長，2005 ～ 10年 : 教職員課長
2011 ～ 13年 : 指導第一課長，2014 ～ 16年 : 教育改革推進課長
徳島県 2001 ～ 05年，2008年，2010 ～ 11年 : 教職員課長，2006年，2009年，2012 ～ 15年 : 学校政策課長
2007年 : 総務課長，2016年 : 教育文化課長
香川県 2001 ～ 04年，2007年 : 義務教育課長，2005 ～ 06年 : 文化行政課長
2008 ～ 10年 : 生涯学習・文化財課長
愛媛県 2001 ～ 12年 : 保健スポーツ課長
高知県 2001 ～ 03年，2011 ～ 12年，2015 ～ 16年 : 生涯学習課長，2004 ～ 08年 : 高等学校課長
2009 ～ 10年 : 教育政策課長，2013 ～ 14年 : 人権教育課長
福岡県 2001 ～ 05年，2009 ～ 10年，2013 ～ 14年 : 高校教育課長
2006 ～ 08年，2015 ～ 16年 : 義務教育課長，2011 ～ 12年 : 企画調整課長
長崎県 2001 ～ 09年 : 学芸文化課長，2011 ～ 12年 : 生涯学習課長
熊本県 2001 ～ 16年 : 社会教育課長
大分県 2001 ～ 07年 : 生涯学習課長，2008年 : 総務課・参事
2012 ～ 16年 : 教育改革・企画課長
鹿児島県 2001 ～ 06年 : 学校教育課長，2007 ～ 16年 : 義務教育課長






















宮城県 2011 ～ 16年 : 宮城大学・副学長（宮城県総務部・理事）
秋田県 2007 ～ 14年 : 国際教養大学・副学長兼事務局長（秋田県学術国際部・部長待遇）
2007 ～ 09年 : 秋田県立大学・副理事長
2010 ～ 11年 : 秋田県立大学・理事長兼学長
2011年 : 秋田県立大学参与，2012 ～ 16年 : 同・副理事長
東京都 2005 ～ 09年 : 青少年・治安対策本部・副参事





神奈川県 2001 ～ 04年 : 企画部科学技術振興課・課長
2016年 : 科学技術政策担当部・部長
2016年 : 政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室メディカルイノベーションスクール設置準備担当課・課長
新潟県 2009 ～ 11年 : 総務監理部・参事



















2012 ～ 16年 : 新潟県立大学・副理事兼事務局長
石川県 2001 ～ 04年 : 企画開発部企画課高等教育振興室・室長
2005 ～ 06年 : 企画振興部地域振興課高等教育振興室・室長
2007年 : 企画振興部地域振興担当課・課長（高等教育総括担当）
2008 ～ 09年 : 企画振興部・次長（高等教育総括担当）
2010 ～ 12年 : 企画振興部・次長（高等教育担当）
2013 ～ 16年 : 企画振興部・課長（高等教育振興・国際機関連携担当）
滋賀県 2005 ～ 06年 : 県民文化生活部県民文化課・課長
2016年 : 文化振興課・課長
奈良県 2001 ～ 03年 : 企画部学研協力課・参事
島根県 2008年 : 青少年家庭課少子化対策推進室・調整監
2010 ～ 16年 : 島根県立大学総合政策学部・教授
岡山県 2002 ～ 03年 : 副知事
愛媛県 2001 ～ 03年 : 副知事
長崎県 2010年 : 男女参画県民協働課・課長　










千葉市 2001 ～ 02年 : 生涯学習部・参事
横浜市 2003 ～ 05年 : 教育長，2006 ～ 08年 : 教職員人事・企画部・部長
静岡市 2016年 : 理事
北九州市 2002 ～ 04年 : 指導部・部長，2005 ～ 10年 : 学務部・部長
教育委員会課長級
仙台市 2001年 : 教育指導課長
横浜市 2004 ～ 06年 : 教育政策課・担当課長，2009 ～ 10年 : 総務部・教育政策担当課長
2011 ～ 16年 : 教育政策推進室・担当課長
北九州市 2011 ～ 16年 : 指導企画課長
首長部局
横浜市 2007 ～ 08年 : 総務部総務課・係長　
2010 ～ 12年 : 都市経営局担当課・課長　
大阪市 2004年 : ゆとりとみどり振興局国際スポーツ振興室世界陸上担当課・課長　
2005 ～ 07年 : ゆとりとみどり振興局国際スポーツ振興室世界陸上担当課・参事　
2005 ～ 07年 : 理事（世界陸上2007組織委員会総長補佐）　
2010 ～ 12年 : 計画調整局科学技術振興担当部産学官連携担当課・課長　
2013 ～ 14年 : 都市経営局担当課企画振興部産学官連携担当課・課長　
神戸市 2003 ～ 04年 : 企画調整局・参事　
2007 ～ 08年 : 企画調整局・参事（医療産業連携担当）　
2008 ～ 09年 : 企画調整局・参事（科学技術担当）　
2012 ～ 16年 : 企画調整局・科学技術担当部長　
岡山市 2013 ～ 14年 :ESD 世界会議推進局・局長　
北九州市 2001年 : 企画・学術振興局・局長　
2001年 : 企画局学術・研究都市整備室・主幹
2008年 : 産業学術振興局新産業・学術振興部・部長
2012 ～ 13年 : 産業経済局新産業振興部・部長





帯広市 2005 ～ 06年 磐田市 2003 ～ 04年，2007 ～ 08年
宮城県 愛知県
石巻市 2012 ～ 16年 東海市 2002 ～ 05年，2007 ～ 16年
女川町 2016年 滋賀県
山形県 長浜市 2014 ～ 15年
長井市 2016年 草津市 2016年
天童市 2011 ～ 13年 湖南市 2012 ～ 13年
福島県 大阪府
いわき市 2015 ～ 16年 守口市 2012 ～ 14年
茨城県 松原市 2014 ～ 16年
つくば市 2011 ～ 13年，16年 高石市 2009 ～ 10年
東海村 2010 ～ 12年 泉南市 2015 ～ 16年
埼玉県 豊能町 2004 ～ 07年
秩父市 2015 ～ 16年 熊取町 2005 ～ 08年
戸田市 2016年 兵庫県
千葉県 相生市 2003 ～ 04年
市川市 2014 ～ 16年 宝塚市 2004 ～ 09年
野田市 2014 ～ 16年 和歌山県
成田市 2001 ～ 03年 串本町　 2005 ～ 07年
東金市 2002 ～ 04年 島根県
浦安市 2002 ～ 04年 益田市 2010 ～ 11年
白井市 2002 ～ 04年 津和野町 2012 ～ 14年
富里市 2005 ～ 08年 海士町 2015 ～ 16年
香取市 2005 ～ 08年 岡山県
東京都 備前市 2016年
文京区 2005 ～ 08年 瀬戸内市 2013 ～ 16年
品川区　 2009 ～ 11年 真庭市 2016年
足立区 2016年 山口県
神奈川県 下関市 2008 ～ 10年
藤沢市 2011 ～ 12年 愛媛県
開成町 2008 ～ 10年 新居浜市 2016年
新潟県 西条市 2011 ～ 14年
三条市 2008 ～ 10年，2015 ～ 16年 佐賀県
燕市 2011年 武雄市 2016年
富山県 上峰町　 2015年
滑川市 2003 ～ 04年 大分県
立山町 2015 ～ 16年 臼杵市 2002 ～ 04年
石川県 宮崎県
金沢市 2001 ～ 04年 五ヶ瀬町 2004 ～ 06年
岐阜県
池田町 2015 ～ 16年
















都道府県 454 96 550
82.5% 17.5% 100.0%
指定都市 52 37 89
58.4% 41.6% 100.0%
市区 114 12 126
90.5% 9.5% 100.0%
町村 26 7 33
78.8% 21.2% 100.0%
合計 646 152 798
81.0% 19.0% 100.0%
表13　地方政府種別と職位のクロス集計
教育長級 教育次長級 部長級 課長級 室長級 係長級 学校 合計
都道府県 25 47 30 381 41 0 26 550
4.5% 8.5% 5.5% 69.3% 7.5% 0.0% 4.7% 100.0%
指定都市 3 1 32 36 1 10 6 89
3.4% 1.1% 36.0% 40.4% 1.1% 11.2% 6.7% 100.0%
市区 40 37 28 2 11 2 6 126
31.7% 29.4% 22.2% 1.6% 8.7% 1.6% 4.8% 100.0%
町村 19 5 6 3 0 0 0 33
57.6% 15.2% 18.2% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
合計 87 90 96 422 53 12 38 798
10.9% 11.3% 12.0% 52.9% 6.6% 1.5% 4.8% 100.0%

















都道府県 514 36 550
93.5% 6.5% 100.0%
指定都市 65 24 89
73.0% 27.0% 100.0%
市区 37 89 126
29.4% 70.6% 100.0%
町村 7 26 33
21.2% 78.8% 100.0%




キャリア 都道府県 437 77 514
85.0% 15.0% 100.0%
指定都市 43 22 65
66.2% 33.8% 100.0%
市区 33 4 37
89.2% 10.8% 100.0%
町村 2 5 7
28.6% 71.4% 100.0%
合計 515 108 623
82.7% 17.3% 100.0%






















非キャリア 都道府県 17 19 36
47.2% 52.8% 100.0%
指定都市 9 15 24
37.5% 62.5% 100.0%
市区 81 8 89
91.0% 9.0% 100.0%
町村 24 2 26
92.3% 7.7% 100.0%
合計 131 44 175
74.9% 25.1% 100.0%
















教育長級 教育次長級 部長級 課長級 室長級 係長級 学校 合計
キャリア 都道府県 25 47 28 365 33 0 16 514
4.9% 9.1% 5.4% 71.0% 6.4% 0 3.1% 100.0%
指定都市 3 1 29 29 0 0 3 65
4.6% 1.5% 44.6% 44.6% 0.0% 0 4.6% 100.0%
市区 18 10 1 1 4 0 3 37
48.6% 27.0% 2.7% 2.7% 10.8% 0 8.1% 100.0%
町村 2 3 0 2 0 0 0 7
28.6% 42.9% 0.0% 28.6% 0.0% 0 0.0% 100.0%
合計 48 61 58 397 37 0 22 623
7.7% 9.8% 9.3% 63.7% 5.9% 0 3.5% 100.0%
表18　非キャリア：地方政府種別と職位のクロス集計
教育長級 教育次長級 部長級 課長級 室長級 係長級 学校 合計
非キャリア 都道府県 0 0 2 16 8 0 10 36
0.0% 0.0% 5.6% 44.4% 22.2% 0.0% 27.8% 100.0%
指定都市 0 0 3 7 1 10 3 24
0.0% 0.0% 12.5% 29.2% 4.2% 41.7% 12.5% 100.0%
市区 22 27 27 1 7 2 3 89
24.7% 30.3% 30.3% 1.1% 7.9% 2.2% 3.4% 100.0%
町村 17 2 6 1 0 0 0 26
65.4% 7.7% 23.1% 3.8% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
合計 39 29 38 25 16 12 16 175
22.3% 16.6% 21.7% 14.3% 9.1% 6.9% 9.1% 100.0%






































































8  市民協働局に ESD 推進課が置かれており，ESD 世界会議推進局はこの課と同一視できる。つまり，局長は課長
級である。
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文部科学省から地方政府等への出向人事
 The purpose of this paper is to analyze the 798 cases of personnel transfers from Ministry of 
Education, Culture, Sports, Science and Technology‒Japan to local governments from 2001 to 
2016. The results are as follows: First, the total number of personnel transfers was 798, averaging 
49.9 per year. The number from 1977 to 2000 was 825, averaging 34.4 per year.
 Second, prefectures receive 68.9% of personnel transfers, cities designated by ordinance 
receive 11.2%, other cites receive 15.8%, and towns and villages receive 4.1%. Towns and villages 
did not receive transfers before 2000. Third, the number of personnel transfers which prefectures, 
cities, and towns and villages receive to the office of board of education is more than that of to 
the office of governor or mayor. Fourth, in many cases, prefectures receive fast-track bureaucrats 
as director and, in some cases, prefectures receive fast-track bureaucrat as superintendent. 
Conversely, in many cases of cities or towns and villages, fast-track or rank-and-file bureaucrats 
are transferred to the role of superintendent. Fifth, fast-track bureaucrats are transferred to 
prefectures more than rank-and-file bureaucrats. Sixth, fast-track bureaucrats are transferred to 
the role of a Director of the office of board of education in prefectures on average 10 years after 
acquiring a job in central government. Conversely, fast-track bureaucrats are transferred to the 
role of a Director of the office of board of education in prefectures on average 8.0 years after 
acquiring a job in central government.
Key words： Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology‒Japan, Personnel 
Transfer, Intergovernmental Relations, Fast-track Bureaucrat, the Office of Board of 
Education
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